
地方財政の充実・強化に関する意見書

地方公共団体には、急激な少子高齢化に伴う医療・介護などの社会保障制度の整備、子

育て施策、人口減少下における地域活性化対策はもとより、デジタル化、脱炭素化、物価

高騰対策や多発する大規模災害への対策など、極めて多岐にわたる役割が求められていま

す。

しかし、現実に地域公共サービスを担う人員は不足しており、疲弊する職場環境にあり

ます。これらに対応する地方財政について、国は骨太方針２０２１において、２０２１年

度の地方一般財源水準を２０２４年度まで確保するとしていますが、それをもって増大す

る行政需要に十分対応し得るのか、大きな不安が残されています。

よって、国におかれましては、２０２４年度の国の予算と地方財政の検討に当たっては、

歳入・歳出を的確に見積もり、地方財政の確立を目指すよう強く要望いたします。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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